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講演要旨 

英国の大学は、論文あたりの引用頻度において世界第２位である。残念ながら、これは英国が一般的にオープンアクセス方針を

採用しているためであるからだとは言えない。とはいえ、英国は長年、小規模な形であれ大規模にであれ、オープンアクセスの

最前線となってきた。本講演では、英国におけるオープンアクセスの発展について述べる。サウサンプトン大学のスティーブン・

ハーナッド教授が所属学部で開始した、最初のデポジットの義務化「破壊的提案」から辿り、eprints リポジトリソフトウェア

の発達、そしてレディング大学におけるリポジトリの設置の提唱やデポジット義務化方針の採択にいたる彼自身の経験を述べる。 

 

 
概要 
以前の勤務先である英国レディング大学で、私はオ

ープンアクセスを推進する活動を行っていました。本

日はそのときの経験をお話しするつもりです。まずは、

広い視点で現状を見てみることから始めたいと思いま

す。 

私が考える最適な状態について説明させていただき

ます。これは、シーバー教授が言っていたものよりも

狭い意味での最適な状態であり、緊急のアクセス問題

をどう解決するかということに焦点を絞って考えてい

ます。続いて、オープンアクセスの動きの大まかな歴

史について、先ほど話に出た 1991 年よりもさらに前

にさかのぼって見ていきたいと思います。次に、本日、

既に話題に上っている ePrints リポジトリ・ソフトウ

ェアについて、簡単に説明することにします。最後に、

恐らく皆さんが一番聞きたいと思っていることをお話

しします。私がレディング大学で行ったアーカイビン

グ普及活動、つまりオープンアクセス化の推進につい

ての体験談です。 
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明治大学大学院経営学研究科特任教授。情報倫理専攻。ビジネス情報倫理研究所副所長。レディン
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とデータ保護や性とテクノロジー、著作権問題など情報倫理に関するさまざまな課題を扱ってい

る。英国の Open Right Group 創設者の 1 人。1994 年に MSc 学位取得論文の時期から自身の著作の

アーカイヴィングを続けており、2010 年のレディング大学のデポジット方針（義務化）の採択に尽

力した。 
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最適な状態とそこに至る方法（図 1、2） 
私たちが置かれている状況についてシーバー教授と

私の意見はほぼ完全に一致しており、長期的に見ると

学術コミュニケーションの問題を持続可能な方法で解

決することが必要です。しかしその一方で、緊急のア

クセス問題の解決にはまだまだ時間がかかります。 

まず必要なのは機関リポジトリです。共同リポジト

リという策もあるのに、なぜわざわざ独自のリポジト

リを運用する必要があるのか、なぜ全国的な統一リポ

ジトリを作らないのかといった意見もあります。コン

ピュータ科学の専門家が機関レベルのリポジトリを運

用しようとするのには、規模の問題に関する幾つかの

正当な理由があるのです。コンピューティングでは、

ある一定の規模を超えた時点でスケールメリットが得

られる一方で、それをはるかに超える大規模なものに

なると、今度は逆効果となってしまいます。複数の機

関にまたがるリポジトリを運用しようとしても、複雑

すぎてなかなかできるものではなく、ましてや日本の

全大学をサポートするようなものとなると運用はより

困難です。さらに、自前のリポジトリを持っていれば

便利でもあります。そもそもの目的は、機関の査読済

みの学術論文に外部の人間がアクセスできるようにす

ることですが、自前のリポジトリが稼働するようにな

れば、PhD 学位取得論文の公開や、個人や学部などの

ウェブページに載せる目録の自動作成など、さまざま

な用途に利用することが可能です。 

リポジトリが稼働を始めたとしても、デポジット率

が現行の約 30％のまま変わらなければ、スケールメリ

ットを得ることはできないでしょう。教職員のデポジ

ットを求める機関の方針を制定しないことには、これ

以上の成果は望めません。では、デポジットの義務化

のもと、機関リポジトリの最適な状態に至るにはどう

すればいいのでしょう。私のレディング大学での経験

から言うと、義務化の採択にこぎつけるには政治的な

洞察力が必要です。 

機関内で誰が実際に権限を持っているのかを見極め

る必要があります。ハーバード大学の場合、学部に権

限があります。他の大学では、権限はより集中してい

るかもしれませんが、ただし 1 カ所とは限りません。

権限の在処としては、学長、複数の学部長、外部の諮

問委員などが考えられます。誰が権限を持っているの

かを見極め、そしてどこに権限があったとしても、オ

ープンアクセスのメリットについて、彼らが理解でき

る言葉で説明することが必要です。私のレディング大

学での経験はこうです。最初、私は機関リポジトリの

設置と義務化の採択にこぎつけることができませんで

した。私から見ればメリットがあることは明らかだっ

たのですが、そのようなメリットに気づかない人たち

の視点を理解するのに長い年月がかかったことが失敗

の原因でした。機関での彼らの目標が何であるかを踏

まえた上で、機関リポジトリとデポジットの義務化に

よって状況がどれほど改善するかを説明する必要があ

（図 1）最適な状態とそこに至る方法Ⅰ 

（図 2）最適な状態とそこに至る方法Ⅱ 
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ったのです。 

このようなプロセスに取りかかる場合、長くかかる

ことを覚悟しておく必要があります。自分にとっては

明白なことでも、人はなかなか真相を理解してくれず、

フラストレーションがたまることもあるでしょう。 

そういったことから、機関リポジトリが稼働し始め、

義務化が導入された場合にアメとムチは必要かという

質問が多く寄せられます。つまり、義務に従わない人

を罰し、守った場合は報奨を与えるようにすべきかど

うかというわけです。これまでの経験からすれば、そ

のようなアメとムチは必要ありません。重要なことな

ので守るようにと、大学側が告知するだけで十分です。

終身在職権や昇進の審査のためのエビデンスの提供な

ど、特定の管理機能にリポジトリを利用することで、

コンプライアンスの徹底につながります。これは「リ

エージュモデル」と呼ばれるもので、ここでは、終身

在職権、昇進、年鑑の報告用に著作を提出するための

唯一の方法が機関リポジトリを使ったものであり、そ

の際、必ずフルテキストを提出することとされていま

す。 

 

オープンアクセス以前（図 3、4） 
次に、オープンアクセスについて簡単に説明したい

と思います。最近では、コンピュータ科学のある部分

に関しては、コンピュータ科学者ではなく物理学者の

功績がよく知られているようです。私は今、ワールド

ワイドウェブと、有名な CERN（欧州原子核研究機構）

とのつながりを念頭に置いて話しています。高エネル

ギー物理学者たちからのオープンアクセスの要求を受

けて、最終的に arXive と呼ばれるようになるサーバ

の利用が始まりました。しかし、オープンアクセスの

提供に最新のインターネット技術が使われた例は、こ

れが初めてではありませんでした。 

80 年代の初め、コンピュータ科学者たちは印刷され

たテクニカルノートを提供するというそれまでの習慣

を補完するために、インターネットと FTP サイトを使

ってポストスクリプト形式の論文を互いに読み合える

ようにしました。90 年代に入り、ウェブが登場すると、

これらの FTP サイトはウェブアクセスにより補完さ

れることとなりました。最初、FTP サイトはバックエ

ンドとして使用されていましたが、やがてウェブフレ

ンドリーなフロントエンドへと変わっていきました。 

80 年代の初めから、商用のパブリッシングモデルに

対する不満が出始め、その結果、オープンアクセスの

電子ジャーナルが多数登場することとなりました。こ

れらの電子ジャーナルでは、配布メカニズムとして

FTP サイトが使われていました。 

 

「破壊的提案」から最初の義務化へ（図 5、6） 
先に述べたように、1994 年、スティーブン・ハーナ

ッド教授は「破壊的提案」を行いました。その内容は、

当時「秘伝的」な論文（現在はより分かりやすい査読

（図 3）オープンアクセス以前Ⅰ 

（図 4）オープンアクセス以前Ⅱ 
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済みの学術論文へと変わっている）と呼ばれていた文

献の筆者は全員、それらをオンラインで無料公開すべ

きであるというものでした。そのころから 90 年代に

かけて、事態は現在私たちが置かれている状況に向け

て少しずつ進化し、オープンアクセスの動きは、「秘伝

的」な論文とは何か、著者が論文を公開することを期

待する理由とは何か、さらにはそれを行うためのメカ

ニズムを求める方向へと変わっていきました。 

こうして 1999 年に、機関の環境に関係なく、さま

ざまなリポジトリ・ソフトウェアと論文のファインダ

ビリティをサポートする電子コミュニケーション・プ

ロトコル「OAI-PMH」が制定されました。 

その後 2000 年に ePrints リポジトリ・ソフトウェ

ア・プラットフォームの運用が始まり、2001 年にはサ

ウサンプトン大学のスティーブン・ハーナッド教授の

所属学部で初めてデポジットの義務化が導入されまし

た。 

現在では多くの機関が義務化を取り入れています。

数週間前、本稿を執筆していた時点で、ROARMAP

には 248の機関が義務化採択済みとして登録されてい

ました。ただし残念なことに、これらの義務化の中に

は、学術文献のごく一部にすぎない学位論文のみを対

象としているものも含まれます。 

現在、全国規模で義務化が進んでいる国は世界で唯

一フィンランドだけとなっています。その理由の一つ

として、フィンランドが小さな国であることが挙げら

れます。フィンランド以外では、英国も義務化の導入

が盛んな国の一つであり、現在 20 の機関で義務化が

実施されています。これは、英国の主要な研究機関の

約 8 分の 1 に相当する数です。 

 

大学での義務化と助成団体による義務化（図7、8） 
義務化が進む背景をもう少し詳しく見てみることに

しましょう。2003 年、オーストラリアのクイーンズラ

ンド大学が世界で初めて全校規模の義務化を導入しま

した。2005 年になるころには、それまで機関での義務

化が主だったのが、助成団体による義務化が目立ち始

めました。その背景には、助成団体による義務化の採

択が進めば、より多くの機関で多様な義務化が導入さ

れるであろうとの期待があったようです。2003 年、ウ

ェルカム・トラスト財団はオープンアクセスを支持す

る初の声明を出し、2005 年に義務化を採択しました。 

英国では議会と政府が分立しており、2004 年に一般

議員からオープンアクセスに関する法案が出されまし

たが、政府に政策として採択させることはできません

でした。この要求はデポジットの法律化にこそつなが

らなかったものの、全く無駄に終わったわけではあり

ません。英国の研究委員会は、団結してデポジット義

務化の草案を作成しましたが、それ以上の進展はなく、

勧告を採択するにとどまりました。しかし、合同委員

会が作成したそれらの勧告を受けて、その後三つの委

員会がデポジットを義務化しました。 

（図 5）「破壊的提案」から最初の義務化へⅠ 

（図 6）「破壊的提案」から最初の義務化へⅡ 
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米国では、2008 年に国立衛生研究所に対する義務化

が制定され、米国議会が助成金を出した研究について

オープンアクセスとすることが決まりました。現在、

より幅広い効力を持つ法律が審議されている最中であ

り、可決される見込みは十分あるものの、まだ討議に

入っておらず、喜ぶには時期尚早です。 

残念ながら、助成団体による義務化の採択は 5 年前

に期待したほどには進んでおらず、従って機関でのデ

ポジット義務化の増加にはつながってはいません。そ

のため、現在はできるだけ多くの機関で義務化を導入

することを目指しており、機関内の適切な支援があれ

ば 3 年以内にほぼ 100％達成できると見られています。 

 

ePrints リポジトリ・ソフトウェア（図 9） 
ePrints は、オープンアクセス・イニシアティブ・

プロトコルを実行してメタデータ・ハーベスティング

を行う最初のリポジトリ・ソフトウェアであり、サウ

サンプトン大学を拠点としたプロジェクトでフリーソ

フトウェアとして開発されたものです。基本的なリポ

ジトリの運用だけが目的であれば、比較的シンプルな

プラットフォームを提供しますが、最初からあまり多

くのことをやりすぎないよう注意が必要です。ePrints

のメリットの一つとして、数日でリポジトリを立ち上

げて運用を開始でき、テクニカルサポートもほとんど

必要ない点が挙げられます。デポジットの義務化の支

援に焦点を絞ることの利点は、過剰なファンクショ

ン・クリープを防止でき、他のソフトウェアで対応可

能な事柄のせいでオープンアクセスのミッションがお

ろそかになることを避けられることにあります。つま

り、過ぎたるは及ばざるがごとしというわけです。 

 

私のアーカイブ普及活動（図 10、11） 
次に、私がレディング大学で行ったアーカイブ普及

活動についてお話ししたいと思います。90 年代半ば、

セント・アンドルーズ大学の博士課程の学生だった私

は、MSc 学位取得論文を自分のウェブページに掲載し、

以降、書籍を除くすべての学術文献をオープンアクセ

（図 7）大学での義務化 

（図 8）助成団体による義務化 

（図 9）ePrints リポジトリ・ソフトウェア 
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スにしてきました。しかし、自身の著作をアクセス可

能にするだけにとどまらず、私はオープンアクセスの

動きにも興味を持つようになりました。2002 年から

2003 年にかけて、数学的知識管理の問題についてのプ

ロジェクトに参加し、数学研究における情報の自由な

流れを妨げている著作権問題に関する論文を発表した

のがきっかけでした。 

その後、2004 年にオープンアクセス・フォーラムの

メーリングリストに参加し、個人レベルだけでなく機

関レベルでの正しい方法とは何かといった、より幅広

い課題にかかわるようになっていきました。 

そして 2005 年、自分のウェブページに論文を掲載

するだけでは不十分だ、必要なのはリポジトリだと確

信した私は、所属していたシステム工学部の技術スタ

ッフとレディング大学でのリポジトリの立ち上げにつ

いて議論を始めました。そして、このとき、私は最初

の間違いを犯してしまいました。完璧を追い求めるあ

まり、とにかく多機能なリポジトリを作ろうと技術的

なことばかりにこだわり、論文を格納し、多くの人が

それらにアクセスできるようにするという基本的なリ

ポジトリを超えたものを開発してしまったのです。 

翌年、私たちは気象学部のグループが同じようにレ

ディング大学でのオープンアクセス化の促進に関心を

持っていることを知りました。こうして、大学でのオ

ープンアクセスの促進に向けたグループが結成された

のです。技術スタッフ、図書館員、研究員から成るこ

のグループは、意図してそうなったわけではないもの

の、今思うと理想的な組み合わせでした。 

2007 年に気象学部とのパイロット調査が終了し、義

務化の導入と全校規模のリポジトリの設置を勧告する

報告書を大学に提出しましたが、そのころ私は日本で

9 カ月のサバティカル休暇を過ごしていました。よっ

て、残念なことに、その報告書を緊急課題として推進

する活動にかかわることはできませんでした。 

2007 年の終わりにレディング大学に戻った私は、

2008 年に入ってすぐ、義務化を導入するにはさまざま

な手続きと政治上の議論が必要であり、それらをすべ

てクリアするのに 2 年ほどかかることを知らされまし

た。そこで、学部の調査委員会のメンバーだった私は、

大学全体の決断を待つ代わりに、所属学部に大学に先

立ちデポジットの義務化を採択させようと試みたので

す。 

しかし私は、ハーバード大学のシーバー教授のよう

に政治的手腕にたけているわけではなく、デポジット

の義務化が学部の研究者、ひいては学部全体のメリッ

トになると確信していたにもかかわらず、学部に義務

化を採択させることはできませんでした。調査委員会

は私の提案に耳を貸すことはありませんでした。 

しかし、この所属学部での失敗によって、機関リポ

ジトリのパイロットグループの報告書の推進戦略を大

学側が知ることとなり、ようやく私たちは正しい政治

的な駆け引きを行えるようになったのです。私たちは

（図 10）私のアーカイブ普及活動Ⅰ 

（図 11）私のアーカイブ普及活動Ⅱ 
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大学の上層部に対して、デポジットの義務化の導入が

彼らの職務上の利益、さらには個人的な利益につなが

る理由について説明しました。 

その結果、2009 年、デポジットの義務化の採択とリ

ポジトリの管理費用の負担を上級経営委員会に承認し

てもらうことができました。こうして、2010 年に義務

化が実施されたのです。 

このリポジトリの管理は、偶然にも気象学部の図書

館員が担当しています。彼女はレディング大学の同プ

ロジェクトを支える影の立役者の 1 人です。しかし、

レディング大学のリポジトリにメタデータと共にデポ

ジットされたアイテムの内、フルテキストのものはま

だごくわずかであり、これからがリポジトリ管理者の

腕の見せどころと言えます。このことは、義務化が完

全に浸透し、デポジット率がほぼ 100％に達するまで

には通常 2～3 年かかるというこれまでの経験を裏づ

けてもいます。 

 

まとめ（図 12、13） 
最後にこれまでの内容をまとめると、研究者は決し

て怠惰なわけではなく、多忙を極めており、四六時中

業務に追われています。さまざまな調査から得られた

多くのデータにより、論文をデポジットすれば読者数

や引用数が増えるという事実を示すことができたとし

ても、義務化されていなければ、私のように論文をデ

ポジットする研究者はごく少数にとどまると思われま

す。自分が最も重要だと考える論文（他者にとって最

も重要な論文がどれかを正しく判断できるとは限りま

せんが）をデポジットしたとしても、義務でなければ、

あえてすべてをデポジットしようという人はほとんど

いないでしょうし、一切デポジットしないという人も

多いはずです。 

だからこそ、機関はデポジットの義務化を通して、

その重要性と論文のオープンアクセス化の必要性を研

究者に伝えることができるのです。時間さえあればで

きるのにということはたくさんあります。その多くは

個人の利益につながるキャリア関連の事柄かもしれま

せんが、そこから一つを選択するというのはすべての

研究者が必ず行わなければならないことです。そして、

デポジットの義務化を導入することで機関は、それが

彼らが行える多くの事柄の中から選択すべきものの一

つなのだということを研究者たちに伝えることができ

ます。 

調査結果を見ると、研究者の 80％以上が、デポジッ

トが義務であれば進んでそれに従うと考えていること

が分かります。しかし、義務でなくてもすべての論文

をデポジットすると回答したのはその内の約 20％に

とどまっています。 

大学に先立ち、学部に義務化を採択させようとして

失敗した経験から、集中的な義務化には大きな問題が

伴うことを実感しています。事態が進んでいないこと、

そして単にコミュニティの利益になるだけでなく、大

（図 12）まとめⅠ 

（図 13）まとめⅡ 
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学での自身のキャリアゴールにつながることを自分た

ちがやっているのだということを、研究者一人一人が

自覚する必要があります。 

そこで、義務化を円滑に行うためにリエージュモデ

ルが必要になってくるのです。これは終身在職権や昇

進のための唯一の情報提供手段としてリポジトリを導

入するというものであり、オープンアクセス化に熱心

なローカルの研究者や図書館員が他の研究者たちに同

モデルを推奨しています。 

シーバー教授が講演の後半で取り上げた、対応が必

要な長期的な問題は、確かに重要ではありますが、思

い煩う前にまずはやってみることです。このような長

期的な問題について心配する前に、まずはアクセスの

問題を整理してみることが必要です。 

著作権、ジャーナルの長期的な存続、ファインダビ

リティ、高品質のメタデータといった事柄について思

い煩うのはやめて、基本的なメタデータ（著者、タイ

トル、発行元）のついたフルテキストに人々がアクセ

スできるようにすることです。そうしない限り、私た

ちは資料にアクセスすることもできず、学術的なコミ

ュニケーションという大学の礎の一つを失ってしまう

ことになります。他の問題について心配するのはそれ

からでも遅くありません。 


